
公定価格の改善、待機児童解消、保育士の処遇改善のための必要な措置を 

求める意見書 

 

 ２０１９年１０月から幼児教育・保育の無償化が実施されている。無償化自体は全

ての子どもに質の高い幼児教育・保育の機会を保障する重要な施策であるが、現場で

は保育需要が増大し、新たな負担が増えるなどの問題が生じ、緊急の課題である待機

児童解消や保育士の処遇改善が停滞・後退するという事態が引き起こされようとして

いる。 

 公定価格は現在でも不十分であり、引き上げこそ求められている。また、幼児教育・

保育の無償化は保育の質を確保し、地方自治体や施設に新たな負担を強いることなく、

喫緊の課題である待機児童解消や保育士の増員と処遇改善を、後退させることがない

ようにすすめられるべきである。 

 よって、国においては、必要な財源を確保し、保育施策の拡充のために必要な措置

を講じられるよう、以下について要望する。 

 

１．すべての施設が安定的に運営できるよう、実態をふまえて公定価格を引き上げ、

改善すること。 

 

２．保育の質的・量的拡充が停滞することがないよう、国として十分な予算を確保す

ること。特に待機児童の解消については、無償化によって需要が喚起されるため、

国として認可保育所の整備計画を立て、保育所等整備交付金の増額など支援の拡

充、必要な財政措置を行うこと。 

 

３．保育士等職員の配置基準の改善、賃金の引き上げなど処遇改善のために、公定価

格の改善など必要な措置を講じること。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

令和２年３月１９日 
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